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Ⅰ は じ め に

職場における労働環境とは, 仕事の本質そのも

のというよりも, 職場で働く労働者を取り巻く周

りの状況を意味している｡ 職場における労働環境

については, 暑さ・寒さ, 明るさ・暗さ, 静かさ・

騒がしさ, 広さ・狭さ, 清潔さ・不潔さ, 和やか

さ・息苦しさ等, 物理的な環境から心理的な環境

まで, 様々な事項を挙げることができる｡

｢快適｣ とは, その状態でなければ生命や心身

の健康が直ちに危険にさらされるわけではないが,

その状態であれば心身の健康保持増進がより容易

になる状態である｡ ｢安全｣ が, その状態でなけ

れば生命や心身の健康が直ちに危険にさらされ,

その状態であることが心身の健康保持のために必

要であるのと対比できる｡

職場における労働環境の ｢快適｣ さを確保する

ことは, 労働者にとって望ましいことであるが,

法的にはそれはどのように図られているのだろう

か｡ 職場における労働環境の ｢安全｣ 確保が, 法

の歴史の中で長く議論されてきたのとは異なり,

｢快適｣ さの確保という観点からの考察はあまり

なされてこなかったと言ってよい｡ 職場における

労働環境が ｢快適｣ でないことは, それが ｢安全｣

でないことに比べれば, 生命や心身の健康への侵
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職場における快適な労働環境の確保については, 労働安全衛生法第７章の２やそれに基づ

く指針が存在する｡ 労働者からの働きかけとしては, 団体交渉や衛生委員会での話し合い

という手段が有効であり, 労働者を含む多様なステークホルダーからの働きかけとしては

CSR も注目される｡ 近年, 受動喫煙をはじめ, ｢快適｣ の領域か ｢安全｣ の領域かが不明

確な問題への対処の場面で ｢快適｣ さの確保が法的に取り上げられることが増加した｡ ま

た, 心の健康づくり計画等, ｢安全｣ の領域へと進んでしまう前に ｢快適｣ の確保により

心身の健康保持を果たそうとする法的試みが, 徐々に注目を集めるようになってきている｡

さらに, 労働者の労働時間等設定改善の努力を促す法改正が行われる等, 快適な職場環境

確保のための土壌が整備されつつある｡ 職場における労働環境が ｢快適｣ であることは,

労働者の幸福のために重要である｡ 新しい有害物質の出現や成果主義処遇の広がりによる

職場の緊張感の高まりが予想される中で, 快適さの確保のために労使, 国, 市民が時機を

逸せず的確な行動をとっているかを注視し続ける必要がある｡

特集●仕事の中の幸福

職場における快適な労働環境確保
について

小畑 史子
(京都大学助教授)



害に結びつきにくいため, ｢快適｣ さの確保は労

働安全衛生法第 7章の 2に関連規定は設けられて

いるものの必ずしも注目を浴びてこなかった｡ し

かし, ｢快適｣ さの確保と ｢安全｣ の確保は隣接

しており, ｢快適｣ さの追求が ｢安全｣ の追求と

もなり, また ｢快適｣ さが失われている状態が長

く続けば ｢安全｣ を脅かすという関係にある｡ そ

れゆえ, ｢快適｣ の領域か ｢安全｣ の領域かが不

明確な問題への対処の場面で ｢快適｣ さの確保が

法的に取り上げられることが増加し, また ｢安全｣

や ｢健康｣ を脅かす領域へと進んでしまう前に

｢快適｣ さの確保により心身の健康保持を果たそ

うとする法的試みが, 徐々に注目を集めるように

なってきている｡

本稿では, このような, 職場における労働環境

の ｢快適｣ さを巡る法的状況に光を当て, ｢快適｣

さの確保への足がかりを探求したい｡

Ⅱ 労働安全衛生法による快適な
職場環境の形成促進

職場における労働環境の ｢快適｣ さを確保する

ことを目的としている法律としては, 労働安全衛

生法が挙げられる｡ 労働安全衛生法の目的規定

(1 条) は, 労働者の安全と健康の確保と同時に快

適な職場環境形成促進を掲げており, また第 7章

の 2では ｢快適な職場環境形成促進のための措置｣

が規定されている｡

第 7 章の 2 は, 3 つの条文より成るが, その第

一の条文は, 事業者が事業場における安全衛生の

水準の向上を図るため, ①作業環境を快適な状態

に維持管理するための措置, ②労働者の従事する

作業について, その方法を改善するための措置,

③作業に従事することによる労働者の疲労を回復

するための施設又は設備の設置又は整備, ④①～

③に掲げるもののほか, 快適な職場環境を形成す

るため必要な措置を, 継続的かつ計画的に講ずる

ことにより, 快適な職場環境を形成するように努

めなければならないと規定する (71 条の 2)｡ 第

二の条文は, 厚生労働大臣が指針を公表すること,

またそれに従い事業者又はその団体に対し指導等

を行うことができることを規定する (71 条の 3)｡

そして第三の条文は, 国が快適な職場環境形成の

ための措置の実施のために金融上の措置, 技術上

の助言, 資料の提供その他の必要な援助に努める

ものと規定する (71 条の 4)｡

本章は, 事業者の努力義務と厚生労働大臣の指

針の公表・指導と国の援助の規定のみから成り,

他の章が, 労働者の安全と健康の確保のために関

係者にしばしば罰則つきで様々な義務を課してい

るのとは対照的である1)｡

指針として最も重要なものは, ｢事業者が講ず

べき快適な職場環境の形成のための措置に関する

指針｣2)である｡ この指針は, すべての労働者が,

疲労やストレスを感じることの少ない, 快適な職

場環境を形成していくことを目指し, 労働安全衛

生法の定める労働者の危険又は健康障害を防止す

るために事業者が最低限講ずべき措置とは別に,

事業者の自主的な努力により進めていくべき事柄

として, ①空気環境, 温熱条件, 視環境, 音環境,

作業空間等につき快適な状態に維持管理するため

の措置, ②不自然な姿勢での作業, 相当の筋力を

要する作業, 高温, 多湿や騒音等の場所における

作業, 高い緊張状態の持続が要求される作業, 一

定の姿勢を長時間持続することを求められる作業

等についての作業の方法の改善のための措置や識

別しやすい文字による適切な表示等作業のしやす

さへの配慮, ③休憩室等の確保, 洗身施設の整備,

職場の疲労やストレス等に関する相談室の確保,

運動施設設置・緑地整備の努力等, 労働者の疲労

回復のための施設・設備の設置・整備等を挙げる｡

そして, 快適な職場環境を形成する上で常に配慮

すべき項目として, ①継続的かつ計画的取組を行

い組織的な推進体制を設け, 必要に応じて計画を

見直していくこと, ②安全衛生委員会やそれがな

い場合にはそれぞれの作業場, 組織単位ごとに労

働者の意見が反映される適切な場を提供すべきこ

と, ③大多数の労働者が満足する状態に作業環境,

作業方法等を改善したとしても, 不快に感ずる者

がある場合には, これらの個人差に対して配慮す

ること, ④職場環境に空間的, 情緒的ゆとりを持

たせることにより労働者に潤いを与えることを挙

げている｡

これらの労働安全衛生法並びに指針の内容は,
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項目が網羅的であり, かつ, 相談室の設置により

個別の労働者のサポートの場を作り, また安全衛

生委員会の活用等労働者の声を直接反映できる仕

組みが挙がっており, さらに労働者の個人差にも

配慮すべきことも指摘されている｡ この指針が実

現されている職場では, 快適な労働環境が保持さ

れているものと推測できる｡ しかし, これらはす

べて事業者の努力義務であり, 事業者としてはあ

くまでも自主的に努めることを求められているに

過ぎないことに注意が必要である｡

労働者の健康確保と快適な職場環境の形成を図

る観点から, 具体的な問題について策定されたガ

イドラインとして代表的なものは, ｢職場におけ

る喫煙対策のためのガイドラインについて｣3)であ

る｡ 平成 15 年 5 月 1 日から施行された健康増進

法4)により事務所その他多数の者が利用する施設

を管理する者に対し, 受動喫煙防止対策を講ずる

ことが努力義務化され, それらを背景に新ガイド

ラインが策定されたが, その内容は空間分煙を中

心に対策を講ずる場合を想定している｡ 同ガイド

ラインは ｢事業者において関係者が講ずべき原則

的な措置を示したものであり, 事業者は, 本ガイ

ドラインに沿いつつ, 事業場の実態に即して職場

における喫煙対策に積極的に取り組むことが望ま

しい｡｣ としている｡ 受動喫煙については, 時間

の経過の中で, より徹底した措置をとることが推

奨されるようになり, このガイドラインにより平

成 8 年の 75 号通達 ｢職場における喫煙対策のた

めのガイドライン｣5)は廃止された｡ 75 号通達は,

喫煙室又は喫煙コーナーの設置等を行うこととし

ていたが, 新ガイドラインは可能な限り喫煙室の

設置を推奨することとした｡ また 75 号通達は室

内清浄装置による屋内への排気の方式も認めてい

たが, 新ガイドラインはたばこの煙が拡散する前

に吸引して屋外に排出する方式を推奨することと

した｡ さらに, 新ガイドラインは, 喫煙室等と非

喫煙場所との境界において, 喫煙室等に向かう気

流の風速を 0.2m/s 以上とするように必要な措置

を講ずることとした｡

こうしたガイドラインの変更からは, 安全性に

関する知見の蓄積や社会的許容の程度により, 推

奨される措置が変化していくことが知られる｡ 国

による的確な情報提供, 時宜を得た指針の公表が

求められる｡

Ⅲ 労働者等による快適な職場環境形成
の手段

職場が危険で有害であって労働者の ｢安全と健

康｣ が保証されなければ, 労働者は使用者に対し,

危険源や害を除去しない限り労働を提供しないと

主張することができる6)｡ しかし, 職場が不快で

あって ｢快適｣ が保証されていないからという理

由で, 不快の原因を除去しない限り労働を提供し

ないと主張することは困難である｡ また, 職場が

危険で有害なために健康が失われ損害が発生する

ことはありうる7)が, 職場が不快であるために健

康が失われ損害が発生することは直ちには考えに

くい｡ このように, ｢安全と健康｣ とは異なり,

｢快適｣ は労務提供拒否や損害賠償請求等の権利

義務の問題として把握することがより困難である｡

｢快適｣ の要求はむしろ, 団体交渉や日常的な職

場の人間関係の中での依頼, 衛生委員会8)におけ

る発言等の手段をとる方が適している｡

近年は, 多様なステークホルダーの声を反映し

コンプライアンスは無論のこと, それを上回る行

動を自主的にとることを企業の社会的責任と位置

づける CSR (Corporate Social Responsibility) と

いう概念が, 大きな注目を浴びており, 労働者の

快適な労働環境の確保はその内容の一つと把握さ

れている9)｡ 労働組合や労働者自身が自らの快適

な職場環境確保が企業の社会的責任であると主張

することも可能である｡ また, 市民やNGO等が,

各企業の労働者が快適な環境で働いているかどう

かは, 例えば中高年の自殺等の社会問題との関連

で重要であるという理由で, 企業に対し, CSR

の一つである労働者の福利や健康の増進を果たす

よう要求することも考えられる｡

CSR を果たしていないからといって, 当該企

業が直接的な不利益措置を受けるわけではない｡

しかし, CSR を果たすことに熱心な企業が消費

者や市民, 投資家, 取引先等のステークホルダー

から高く評価され, 企業価値が高まり, 逆に不熱

心な企業が低く評価されるという仕組みが機能す
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れば, ステークホルダーの成熟の度合いによって

は, CSR に積極的に取り組むことが企業の繁栄

のために必須となる可能性がある10)｡

Ⅳ 受動喫煙

Ⅲで述べたように, 労働者による快適な職場環

境形成の手段は, 使用者に対する個別の権利義務

関係の主張としてよりも交渉や CSR として行わ

れるのが一般的である｡ しかし, ｢快適｣ の領域

か ｢安全｣ の領域かが微妙な事例, 一般の労働者

にとって ｢快適｣ でないというレベルの環境が一

人の労働者にとって健康を害する ｢安全｣ でない

環境である事例については, 使用者を相手取った

訴訟により快適な職場環境の確保を怠ったことを

理由とする損害賠償の請求がなされ得る｡ その典

型例が受動喫煙を巡る訴訟である｡

注目すべき判決として, 江戸川区 (受動喫煙損

害賠償) 事件判決11)を挙げよう12)｡

受動喫煙を巡っては, 本判決以前にも, 分煙等

の要求を認めることができないとした人事委員会

の判定を不服として職員が行った取消請求を退け

た東京都人事委員会 (東京都衛生研究所) 事件判

決13), 喫煙室の設置要求を認めなかった人事委員

会の判定を不服として教員が行った取消請求を退

けた名古屋市人事委員会 (名南中学校喫煙室) 事

件判決14), 生命及び健康を受動喫煙の危険から保

護するよう配慮すべき義務に違反したとして教員

が行った損害賠償請求を退けた名古屋市人事委員

会 (志賀・桜田中学校喫煙室) 事件判決15), 郵政事

業庁の職員が国に対して行った, 勤務先である庁

舎内の全面禁煙と, 受動喫煙を余儀なくされたこ

とによる損害賠償請求を退けた京都簡易保険事務

センター (嫌煙権) 事件判決16)等があり, 本判決

の後にも, 分煙対策が不十分なため受動喫煙によ

りストレスを感じ, 重篤な疾患等に罹患する危険

性にさらされているとして労働者が行った人格権

に基づく妨害排除・予防請求権又は雇用契約に基

づく安全配慮義務履行請求権に基づき各施設内を

禁煙室とする作為請求及び不法行為又は安全配慮

義務違反に基づく慰謝料請求を退けた JR 西日本

(受動喫煙) 事件判決17)が出された｡

これらの受動喫煙を巡る訴訟において, 労働者

は, 受動喫煙の身体・健康に与える影響が暴露時

間や暴露量との関係を含め明確には証明されてい

ないこと, 他方で喫煙は社会的に承認又は許容さ

れた習慣であると考えられていること, その時点

で我が国において一般的に要求される程度の措置

をとっていれば十分であること等の理由ですべて

敗訴していた｡

そのような中で本判決は, 喫煙に対して寛容な

社会的認識が残っているとしつつ, 受動喫煙によ

る肺ガン等のリスクの増加は否定できないとの考

えに立脚した上で, 受動喫煙に関する使用者の安

全配慮義務違反に基づく損害賠償責任を我が国で

初めて肯定した｡ ただし, 本判決は, 受動喫煙と

急性障害との法的因果関係を認めて治療費の損害

賠償を命じた事例ではない (医療費が生じたのは

使用者の安全配慮義務違反が否定された時期であっ

た)｡ 判決の内容をより詳しく検討しよう｡

第一に, 本判決は, 使用者である地方公共団体

が, 公務の管理に当たり, 当該施設等の状況に応

じ, 一定の範囲において受動喫煙の危険性からそ

の職員の生命及び健康を保護するよう配慮すべき

義務を負うことを明言する｡ そして, ｢その義務

の内容は, 危険の態様, 程度, 被害結果の状況等

に応じ, 具体的状況に従って決すべきである｣ と

する｡ 本判決は, しんしゃくすべき具体的状況の

一つとして, 労働省ガイドライン等でも分煙をあ

る程度段階的に実施していくことが予定されてお

り, 受動喫煙対策としては喫煙時間や喫煙場所を

限るという意味での分煙が一般的であったことを

挙げている｡ 本件は, そのような社会的状況に照

らせば, その時点で要求されていた一般的な分煙

対策はとられていた事案であった｡

次に本判決は, 本件で問題とされた期間を, 再

開発一係配属期のうち診断書を示して配慮を求め

る平成 8 年 1 月 12 日より前の期間, 診断書を示

して配慮を求めた平成 8 年 1 月 12 日から業務係

に配属になるまでの期間, 業務係配属期の三つの

時期に分けて論ずる｡ そして, 第一の時期におい

ては, 一般的な分煙対策がとられており, 喫煙対

策の申し入れも診断書などを示してなされたもの

ではなかったこと等から区の安全配慮義務違反を
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否定する｡ また第三の時期については, 職場の分

煙対策が推し進められており, 座席配置の変更等

当該職員への対応もなされ, 受動喫煙による急性

障害の残存や診断書の提出もないことから, 区の

安全配慮義務違反を否定する｡ それに対して第二

の時期については, 一般的な分煙対策はとられて

いたにもかかわらず, 診断書を提出して配慮を求

めた当該職員に対し必要な措置をとらなかったと

して, 区の安全配慮義務違反を肯定する｡

本判決以外の損害賠償請求の裁判例をひもとく

と, 前掲名古屋市人事委員会 (志賀・桜田中学校

喫煙室) 事件18)においては, それなりの分煙措置

がとられており, 他方原告の健康への影響は不快

感, 頭痛等の自覚のみで診断書はなかった｡ また

前掲京都簡易保険事務センター (嫌煙権) 事件19)

においては, 原告の内の一人が化学物質過敏症に

よる中枢神経・自律神経機能障害等の診断を受け

ていたが, それと職場における受動喫煙と因果関

係があるとまでは認められず, 他方, 職場では

｢空間的分煙｣ がはかられていた｡ 前掲 JR 西日

本 (受動喫煙) 事件20)では, 原告らが受動喫煙に

より医師の治療を要するほど健康が害されたとは

認められず, また問題とされた施設がそこで業務

を処理することを義務づけられている場所ではな

く, 実際の滞留時間にも常に受動喫煙にさらされ

ていたわけではなかった｡

これらの各事件の事情と本件とを比較すれば,

第二の時期について区の安全配慮義務違反を肯定

した本判決は, たとえ職場で一般的な分煙対策が

とられていても, 労働者が個別に, ｢受動喫煙に

よる急性障害が疑われ, 同様の環境下では健康状

態の悪化が予想されるので, 非喫煙環境下での就

業が望まれる｣ 等と記載された医師の診断書を示

し, 配慮を求めた場合には, 当該労働者を受動喫

煙環境下に置くことによりその健康状態の悪化を

招くことがないよう速やかに更なる必要な措置を

講じなければ, 使用者が安全配慮義務違反に基づ

く慰謝料の損害賠償義務を負うと判断した点で意

義があるといえる｡ 現実に更なる配慮をしなけれ

ば急性障害に陥ると予想される労働者を前にして,

一般的な分煙対策を講じることで安全配慮義務を

尽くしたということはできないとした本判決は妥

当であると考える｡

受動喫煙に関しては, 社会的許容の程度に即し

た対策を速やかにとることが求められてきたが,

平成 15 年に施行された健康増進法21)25 条が ｢学

校, 体育館, 病院, 劇場, 観覧場, 集会場, 展示

場, 百貨店, 事務所, 官公庁施設, 飲食店その他

の多数の者が利用する施設を管理する者は, これ

らを利用する者について, 受動喫煙を防止するた

めに必要な措置を講ずるよう努めなければならな

い｣ と規定したことは重要である｡ 同条は管理者

の努力義務を規定したに過ぎないが, 社会的影響

は大きく, 受動喫煙に関する秩序はこれから急速

に変化を遂げていくものと予想される｡

受動喫煙と同様, 労働者によって健康を脅かす

程度に個人差があり, しかも健康への害の程度が

不明確であるという特徴を持つ問題としては, ハ

ウスシック症候群やハウスダスト等のアレルギー

の問題が注目される｡ アレルギーによる健康被害

の種類は増加の一途をたどっており, アレルギー

関係の職場の労働環境が法的に問題とされること

が予想されるが, そのような事例においても受動

喫煙に関する江戸川区事件のような捉え方がなさ

れるか否か, 注視していく必要がある｡

Ⅴ 職場における人間関係

職場における労働環境の ｢快適｣ さは, 物理的

な環境によってのみ決まるのではない｡ 職場にお

ける人間関係が良好でないことも, ｢快適｣ さを

損なう要素である｡ 特に職場における人間関係は,

労働者の心の健康を蝕む可能性を有している｡ こ

のことは, 労働者の精神疾患や自殺の増加ととも

に注目を集め, 厚生労働省の ｢労働者の心の健康

の保持増進のための指針｣22)でも言及されている｡

その内容を確認しよう｡

労働安全衛生法により, 事業者は, 健康教育及

び健康相談その他労働者の健康の保持増進のため

に必要な措置を継続的かつ計画的に講ずるよう努

めなければならないとされている (69 条) が, そ

のために厚生労働大臣が出す指針 (70 条の 2) と

して, ｢労働者の心の健康の保持増進のための指

針｣ が出された｡ この指針は, ストレス要因は仕
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事, 家庭, 地域等に存在し, 心の健康づくりは労

働者自身のセルフケアの必要性の認識が重要であ

るが, 職場に存在するストレス要因は労働者自身

の力だけでは取り除けず, 事業者によるメンタル

ヘルスケアの積極的推進が重要であるので, その

旨を表明し, 産業医等の助言を求めつつ衛生委員

会23)又は安全衛生委員会において調査審議を行い,

現状と問題点を明確にして, 問題点解決のための

実施事項等につき基本的な計画 (心の健康づくり

計画) を策定し, 実施する必要があるとの考えに

立っている｡

心の健康づくり計画の実施に当たっては, ｢セ

ルフケア｣24), ｢ラインによるケア｣25), ｢事業場内

産業保健スタッフ等によるケア｣26), ｢事業場外資

源によるケア｣27)の 4 つのケアを効果的に推進し,

職場環境等の改善28), メンタルヘルス不調への対

応29), 職場復帰のための支援等が円滑に行われる

ようにする必要があるとされる｡

そして, メンタルヘルスケアの推進に当たり,

事業者は, 心の健康問題の特性30), 労働者の個人

情報の保護への配慮31), 人事労務管理との関係,

家庭・個人生活等の職場以外の問題32)の 4 点に留

意することが重要であるとされている｡

本指針が職場における快適な労働環境の確保と

の関連で注目されるのは, ｢労働者の心の健康に

は, 作業環境, ……職場の人間関係, 職場の組織

及び人事労務管理体制, 職場の文化や風土等の職

場環境等が影響を与えるものであり, 職場レイア

ウト, 作業方法, コミュニケーション, 職場組織

の改善などを通じた職場環境等の改善は, 労働者

の心の健康の保持増進に効果的であるとされてい

る｡ このため, 事業者は, メンタルヘルス不調の

未然防止を図る観点から職場環境等の改善に積極

的に取り組むものとする｡ また, 事業者は, 衛生

委員会等における調査審議や策定した心の健康づ

くり計画を踏まえ, 管理監督者や事業場内産業保

健スタッフ等に対し, 職場環境等の把握と改善の

活動を行いやすい環境を整備するなどの支援を行

うものとする｡｣ としている点である｡ 職場の人

間関係を含む職場環境が心の健康に影響を与える

ことを明記し, 事業者が職場環境の改善に積極的

に取り組むべきことを指針として示している｡ こ

れは, 労働者の心の健康が損なわれる前に, ｢快

適｣ な職場環境の確保により, 心身の健康保持を

果たそうとする法的試みであると位置づけること

もできる｡

職場における人間関係が良好でないことを通り

越して嫌がらせに満ちたものであったために心の

健康を害された労働者やその遺族が, 使用者に対

して損害賠償請求をするケースも考えられる｡ そ

こでは, 使用者は民事上, 仕事そのものとは直接

関係のない職場の人間関係についてまで, 労働者

に対し, それが原因で心身の健康を損なわないよ

う注意する義務を負うと判断されるのであろうか｡

職場における人間関係のために心の健康を害さ

れ, 後に自殺した労働者の遺族が使用者を相手取

り損害賠償を請求した事例として, 川崎市水道局

(いじめ自殺) 事件33)がある｡ 本件は, 異動してま

もなくから ｢何であんなのがここに来たんだよ｡｣

等と同僚から言われ, ｢ハルマゲドンが来た｡｣ な

どと嘲笑され, 職場の合同旅行会ではナイフを振

り回しながら ｢今日こそは刺してやる｡｣ などと

脅かすようなことを言われる等のいじめに遭い,

心因反応を起こし自殺した市の職員の遺族からの

市といじめを行った上司や同僚職員に対する損害

賠償請求の事例であった｡ 本件は, 職場における

人間関係が ｢快適｣ とは程遠く, 心身の健康を奪

うほどのいやがらせの連続であったケースである

が, 判決は ｢一般的に, 市は市職員の管理的立場

に立ち, そのような地位にあるものとして, 職務

行為から生じる一切の危険から職員を保護すべき

責務を負うものというべきである｡ そして, 職員

の安全の確保のためには, 職務行為それ自体につ

いてのみならず, これと関連して, ほかの職員か

らもたらされる生命, 身体等に対する危険につい

ても, 市は, 具体的状況下で, 加害行為を防止す

るとともに, 生命, 身体等への危険から被害職員

の安全を確保して被害発生を防止し, 職場におけ

る事故を防止すべき注意義務 (以下 ｢安全配慮義

務｣ という) があると解される｡｣ と判示してい

る｡ この判示は, 職務行為それ自体についてのみ

ならず職場の人間関係という労働環境についても,

市が安全を確保すべき義務を負うことを明らかに

した点で注目される34)｡
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なお, 職場の人間関係を巡る問題としては, セ

クシュアル・ハラスメントも挙げられる｡ セクシュ

アル・ハラスメントについては, 改正男女雇用機

会均等法35)が 11 条で ｢事業主は, 職場において

行われる性的な言動に対するその雇用する労働者

の対応により当該労働者がその労働条件につき不

利益を受け, 又は当該性的な言動により当該労働

者の就業環境が害されることのないよう, 当該労

働者からの相談に応じ, 適切に対応するために必

要な体制の整備その他の雇用管理上必要な措置を

講じなければならない｣ と定めている｡ 指針36)に

よれば, 対価型セクシュアル・ハラスメントと並

んで挙げられる ｢環境型セクシュアル・ハラスメ

ント｣ は, ｢職場において行われる労働者の意に

反する性的な言動により労働者の就業環境が不快

なものとなったため, 能力の発揮に重大な悪影響

が生じる等当該労働者が就業する上で看過できな

い程度の支障が生じること｣ と定義されている｡

｢看過できない程度の支障が生じる｣ ことを要す

るとされているが, ｢就業環境が不快なものとなっ

た｣ ことが鍵とされており, 事業者が, 労働者の

就業環境につき, 能力の発揮に重大な悪影響が生

じるほど不快とならないよう, 性的言動の面で職

場管理を行わなければならないことが明らかであ

る｡

セクシュアル・ハラスメント被害に遭った労働

者からの使用者に対する民事損害賠償請求につい

ても, 使用者には被用者の労務遂行に関連してそ

の人格的尊厳を侵し労務提供に重大な支障を来す

事由が発生することを防ぎ, 働きやすい職場環境

を保つ注意義務があると判示する裁判例37)や, 従

業員のプライバシーが侵害されないように職場環

境を整える義務に反するとして会社の債務不履行

責任を認める裁判例38), 使用者がセクシュアル・

ハラスメントのない働きやすい職場環境を保つよ

う配慮する義務に違反したとして不法行為を理由

とする損害賠償責任を肯定する裁判例39)等がある｡

セクシュアル・ハラスメントの関係では, 使用

者がセクシュアル・ハラスメントのない働きやす

い職場環境を保つ義務を負うという考え方がほぼ

確立されつつあると言える｡ 今後増加すると予想

されるパワー・ハラスメントの関係でも, 同様の

考え方が確立されるか否か, 注意深く見守る必要

がある｡

Ⅵ 休息の確保

前述の ｢事業者が講ずべき快適な職場環境の形

成のための措置に関する指針｣40)は, すべての労

働者が, 疲労やストレスを感じることの少ない,

快適な職場環境を形成していくことを目指すとし

ており, 労働安全衛生法及びその指針において,

快適な職場環境が, 疲労やストレスの少ない職場

環境を指していることが知られる｡

疲労やストレスについては, ｢長時間労働が継

続するなどして疲労や心理的負担等が過度に蓄積

すると労働者の心身の健康を損なう危険のあるこ

とは周知である｣ とする最高裁判決41)も登場して

いることからも明らかであるように, それが過度

に蓄積すると労働者の ｢安全と健康｣ を損なう｡

したがって, 疲労やストレスの過度の蓄積の予防

が ｢安全と健康｣ につながり, 疲労やストレスの

最小化が ｢快適｣ につながるという関係になり,

｢安全と健康｣ の確保と ｢快適｣ の確保は連続し

ていると言える｡

平成 18 年 4 月 1 日, 長時間労働者等の健康保

持のための措置や事業主等による労働時間等の設

定の改善に向けた自主的な努力を促進するための

措置等に関して42), 労働安全衛生法, 労働時間の

短縮の促進に関する臨時措置法等の一部改正43)が

行われた｡ 労働安全衛生法の改正部分では, 事業

者が長時間労働に従事している労働者に対し医師

による面接指導を行わなければならないと規定さ

れる (66 条の 8 第 2 項) と同時に, 長時間労働等

をさせてはいない労働者に対しても, 健康への配

慮が必要な場合に必要な措置を採ることが事業者

の努力義務とされ (66 条の 9), また労働時間の

短縮の促進に関する臨時措置法の改正においては,

労働者の健康のみでなく充実した生活の実現に資

することが目的とされ (1 条), 子の養育や家族の

介護を行う労働者や単身赴任者等特に配慮を要す

る労働者につきその事情を考慮する等改善に努め

るべき事業主の努力義務が規定されており (2条),

単なる直接的な労働者の安全と健康の確保のみで
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なく, 労働者の充実した生活の実現をも視野に入

れた改正であったことが知られる｡ この一連の改

正の中でも特に労働時間等設定改善法は, 快適な

職場環境の確保との関係で重要である｡

｢労働時間の短縮の促進に関する臨時措置法｣

の一部改正により誕生した ｢労働時間等の設定の

改善に関する特別措置法｣ は, 労働時間, 休日数,

年次有給休暇を与える時季その他の労働時間等に

関する事項につき, 事業主が業務の繁閑に応じた

労働者の始業及び終業の時刻の設定, 年次有給休

暇を取得しやすい環境の整備その他の必要な措置

を講ずるように努めなければならないとした (2

条 1 項)｡ 例えば年休制度が労働基準法の定める

通りに設けられていても, 各労働者にその利用を

躊躇させる職場環境であれば, 労働者の疲労回復

や労働者福祉という労働基準法の年休保障の趣旨

は達成されない｡ 年休を取得しやすい環境の整備

等は, 努力義務ではあるが, 快適な職場環境確保

に資する措置と位置づけることができる｡

なお, 前述のように, 疲労やストレスが過度に

蓄積すると脳血管疾患・心疾患や精神疾患が発症

することがある｡ そのような疾患については, 業

(公) 務上災害と認められるか否か, また使用者

の損害賠償責任が肯定されるか否かが, 大きな問

題となっていることは周知の事実である44)｡

Ⅶ お わ り に

以上のように, 職場における快適な労働環境の

確保については, 労働安全衛生法第 7章の 2やそ

れに基づく指針が存在する｡ また労働者からの働

きかけとしては団体交渉や衛生委員会での話し合

い等の手段が有効であり, 労働者を含む多様なス

テークホルダーからの働きかけとしては CSR も

注目される｡

近年, 受動喫煙をはじめ, ｢快適｣ の領域か

｢安全｣ の領域かが不明確な問題への対処の場面

で ｢快適｣ さの確保が法的に取り上げられること

が増加した｡ また心の健康づくり計画等, ｢安全｣,

｢健康｣ を脅かす領域へと進んでしまう前に ｢快

適｣ の確保により心身の健康保持を果たそうとす

る法的試みが, 徐々に注目を集めるようになって

きている｡ さらに, 労働者の労働時間等設定改善

の努力を促す法改正が行われる等, 快適な職場環

境確保のための土壌が整備されつつある｡

職場における労働環境が ｢快適｣ であることは,

労働者の幸福のために重要である｡ 新しい有害物

質の出現や成果主義処遇の広がりによる職場の緊

張感の高まりが予想される中で, 快適さの確保の

ために労使, 国, 市民が時機を逸せず的確な行動

をとっているかを注視し続ける必要がある｡

1) 拙稿 ｢労働安全衛生法規の法的性質 労働安全衛生法の

労働関係上の効力｣ 法学協会雑誌 112 巻 2 号 (1995 年) 212

頁, 3 号 355 頁, 5 号 613 頁以下, 同 ｢労働安全衛生法の課

題｣ 日本労働法学会編 『講座 21 世紀の労働法・健康 安全

と家庭生活』 (2000 年) 2 頁以下参照｡

2) 平成 4年 7月 1日付労働省告示第 59 号｡

3) 平成 15 年 5 月 9 日付第 0509001 号｡

4) 平成 14 年法律第 103 号｡
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3050 頁参照｡

7) 労働災害として把握されているものを指す｡
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進に関する重要事項を調査審議させ, 事業者に対し意見を述

べさせるために設ける義務があるとされる委員会 (労働安全

衛生法 18 条 1 項)｡ 衛生委員会の委員には, 当該事業場の労

働者で, 衛生に関し経験を有するもののうちから事業者が指

名した者を入れることとされている (同 18 条 2 項)｡
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(2005 年) 2 頁以下参照｡
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る調査研究』 (2006 年) 57 頁参照｡

11) 東京地判平成 16・7・12 労働判例 878 号 5 頁｡

12) 以下の記述については, 拙稿・本件評釈ジュリスト 1302

号 168 頁 以下 , Fumiko Obata, ‶Smoking and the
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, Kluwer Law International (2005) 参

照｡

13) 一審＝東京地判平成3・4・23労働判例601号 45頁, 二審＝
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小判平成 4・10・29 労働判例 619 号 6 頁｡
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17) 大阪地判平成 16・12・22 労働判例 889 号 35 頁｡
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21) 前掲注 4) 法律｡

22) 平成 18 年 3 月 31 日基発第 0331001 号｡

23) 労働安全衛生規則 22 条には衛生委員会の付議事項として

｢労働者の精神的健康の保持増進を図るための対策の樹立に

関すること｣ が規定されている｡

24) 事業者としてはセルフケアに関する教育研修, 情報提供,

自発的に相談しやすい環境の整備を行うこととされる｡

25) 事業者としては管理監督者が部下の状況や職場のストレス

要因を日常的に把握・改善し労働者からの相談対応を行える

よう教育研修, 情報提供, 体制整備を行うこととされる｡

26) 事業者としては心の健康づくり計画の中心的役割を果たす

産業医, 衛生管理者, 保健師等事業場内産業保健スタッフ等

に教育研修, 知識修得機会の提供, 方針明示, 実施すべき事

項の委嘱・指示, 制度及び体制整備を行い, 労働者に対する

就業上の配慮について意見を求めそれを尊重することとされ

る｡ 労働時間等の労働条件の改善及び適正配置に配慮する人

事労務管理スタッフもこれに入る｡

27) 事業者としては必要に応じて地域産業保健センター等を活

用することとされる｡

28) 職場内のハラスメントを含む職場の人間関係も心の健康に
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第 2集』 (2006 年) 239 頁以下参照｡

No. 558/January 200740

おばた・ふみこ 京都大学大学院地球環境学堂助教授｡ 最

近の主な著作に 『最新労働基準判例解説第 2 集』 (日本労務

研究会, 2006 年), 『よくわかる労働法』 (ミネルヴァ書房,

2006 年)｡ 労働法専攻｡



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles false
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.3
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 0
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo false
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings false
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile (None)
  /AlwaysEmbed [ true
    /FutoGoB101-Biblos-83pv-RKSJ-H
    /FutoMinA101-Biblos-83pv-RKSJ-H
    /GothicBBB-Biblos-83pv-RKSJ-H
    /Jun101-Biblos-83pv-RKSJ-H
    /Jun34-Biblos-83pv-RKSJ-H
    /Jun501-Biblos-83pv-RKSJ-H
    /MidashiGo-Biblos-83pv-RKSJ-H
    /MidashiMin-Biblos-83pv-RKSJ-H
    /MtGothic-Medium-It
    /Ryumin-Bold-Biblos-83pv-RKSJ-H
    /Ryumin-Heavy-Biblos-83pv-RKSJ-H
    /Ryumin-Light-Biblos-83pv-RKSJ-H
    /Ryumin-Regular-Bibl-83pv-RKSJ-H
    /Ryumin-Ultra-Biblos-83pv-RKSJ-H
    /ShinGo-Bold-Biblos-83pv-RKSJ-H
    /ShinGo-Light-Biblos-83pv-RKSJ-H
    /ShinGo-Medium-Biblo-83pv-RKSJ-H
    /ShinGo-Regular-Bibl-83pv-RKSJ-H
    /ShinGo-Ultra-Biblos-83pv-RKSJ-H
    /ShinseiKai-Biblos-83pv-RKSJ-H
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 600
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 600
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 600
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (None)
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /Description <<
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000500044004600206587686353ef901a8fc7684c976262535370673a548c002000700072006f006f00660065007200208fdb884c9ad88d2891cf62535370300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef653ef5728684c9762537088686a5f548c002000700072006f006f00660065007200204e0a73725f979ad854c18cea7684521753706548679c300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /FRA <>
    /ITA <>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020b370c2a4d06cd0d10020d504b9b0d1300020bc0f0020ad50c815ae30c5d0c11c0020ace0d488c9c8b85c0020c778c1c4d560002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken voor kwaliteitsafdrukken op desktopprinters en proofers. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /PTB <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents for quality printing on desktop printers and proofers.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
    /JPN <>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /NA
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure true
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles true
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /NA
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /LeaveUntagged
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [515.906 728.504]
>> setpagedevice


